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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社グループは、コーポレート・ガバナンスを「企業の持続的な成長・発展を目指して、より健全かつ効率的な優れた経営が行われるよう、経営方
針について意思決定するとともに、経営者の業務執行を適切に監督、評価し、動機付けを行っていく仕組み」ととらえ、株主、顧客をはじめとするス
テークホルダーの信頼を一層高め企業価値の向上を追求することを目的として、経営体制を強化し、その監視機能を充実させるための諸施策を
推進します。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社は、コーポレートガバナンス・コードの各原則について、全て実施しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４．政策保有株式】

当社は、当社の持続的な成長や中長期的な企業価値向上に資すると合理的に判断される場合に限り、関係会社を除く上場株式の政策保有を行
う場合があります。

株式の政策保有に際しては、毎年、取締役会において、個別の政策保有株式について保有目的、保有に伴う便益が資本コストと見合っているか、
保有しない場合のリスク等を精査のうえ、保有の適否を検証します。保有意義が希薄であると判断される場合は、原則として縮減対象とします。

政策保有株式の議決権については、政策保有先の企業価値や当社の企業価値向上に資するものか否かなどを総合的に判断し、適切に行使しま
す。

【原則１－７．関連当事者間の取引】

取締役会は、当社グループの関連当事者との取引に関して、取引開始時及び定期的に独立第三者との取引条件と比較するなど所定の手続を経
て、公正妥当な条件で行われていることの報告を受け監視を行います。

また、取締役との利益相反取引については、予め、取引の内容、金額等について取締役会の承認を得た上で、取引実施後にその内容について取
締役会に報告します。

【原則２－６．企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

当社は、DIC企業年金基金を設立しています。

DIC企業年金基金では、議決機関である代議員会をはじめ、理事会及びこれを支援する資産運用委員会を設置しています。

年金資産の運用においては、年金給付等の支払を将来にわたり確実に行うことを目的とし、必要とされる総合収益を長期的に確保することを目指
す基本方針に基づき、収支動向も勘案し、中長期的観点から政策的に資産構成割合を定め、これに基づいて年金資産の運用を行います。

資産運用については、基本方針に基づき妥当性・合理性を検討した投資先商品を理事会が代議員会に諮り、決定します。

理事会を構成する専従理事には資産運用の専門性を有する者を配置するとともに、計画的にその育成を図ります。また、代議員会及び資産運用
委員会の構成員には、当社財務部門責任者又はその経験者など、積立金の運用に関する専門知識を有する者のほか、受益者代表として労働組
合幹部等が含まれています。

【原則３－１．情報開示の充実】

（ⅰ）会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

当社グループは、経営の基本的な考え方として「The DIC Way」を掲げており、その内容をホームページに記載しています。

The DIC Way：http://www.dic-global.com/ja/about/dicway.html

当社は、2019年2月に中期経営計画「DIC111」を公表し、そのなかで2019年から2021年までの3年間の目標とそれを実現するための具体的な計画
を定めています。

中期経営計画「DIC111」：http://www.dic-global.com/ja/ir/plan.html

（ⅱ）本コードのそれぞれの原則を踏まえた、コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

当社のコーポレートガバナンスに関する基本的な考え方は、本報告書の「１．基本的な考え方」に記載しています。当社のコーポレートガバナンス
の基本方針については、「コーポレートガバナンスに関する方針」として定め、その内容をホームページに記載しています。

コーポレートガバナンスに関する方針：http://www.dic-global.com/ja/about/governance.html

（ⅲ）取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

取締役の報酬の決定方針と手続は、本報告書の「Ⅱ．１．報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容」に記載のとおりです。

（ⅳ）取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

取締役・監査役候補者については、高い倫理観を有するとともに、株主の負託を受け、当社グループの持続的成長と企業価値の向上に資するよ
う、その職務を適切に遂行できる経験、知識、能力を有する者を指名することを方針とします。当社は、役員候補者の選任等の決定手続の客観性
を高めるため、独立社外取締役が委員長を務め、委員の過半数を独立社外取締役とする役員指名委員会において、取締役・監査役の候補者案
を決定し、取締役会で決議します。

また、取締役・監査役の解任については、上記の選任要件に掲げる資質が失われた者を解任することを方針とします。解任にあたっては、その理
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由を明らかにした上で役員指名委員会において解任案を決定し、取締役会で決議します。

（ⅴ）取締役が上記（ⅳ）を踏まえて経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行う際の、個々の選解任・指名についての説明

取締役・監査役候補者の選任理由、取締役・監査役の解任理由を株主総会招集通知にて開示します。

【補充原則４－１①　経営陣への委任の範囲】

取締役会は、株主総会の招集、重要な組織・使用人に関する事項、事業計画の承認など、取締役会で決議すべき事項を取締役会規程において
明確化し、それ以外の事項については、取締役会で定めた稟議規程に基づき、金額基準等による重要度に応じて経営陣に委任します。経営陣
は、そのうち重要な事項については執行会議で審議します。

【原則４－９．独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

当社は、当社から独立した立場からの経営の監視に当たり、コーポレートガバナンスの強化の役割を果たすことができる人物を独立社外取締役と
して選任する必要があるとの認識のもと、金融商品取引所が定める独立性基準を踏まえ、以下のような関係にある者については独立性が認めら
れないと判断しております。

１．現在又は過去10年間において、当社及び当社の連結子会社（以下当社グループという）の業務執行者であった者

２．過去３年間において、以下の（1）～（8）のいずれかに該当していた者

（1）当社グループの主要な取引先（一事業年度の取引額が、当社グループの売上高の３％を超える取引先）又はその業務執行者

（2）当社グループを主要な取引先（一事業年度の取引額が、当該取引先の連結売上高の３％を超える取引先）とする者又はその業務執行者

（3）当社の議決権の５％以上を有する株主又はその業務執行者

（4）当社グループの主要な借入先（一事業年度の借入額が、当社グループの総資産の３％を超える借入先）又はその業務執行者

（5）当社グループから年間1,000万円を超える寄付を受けた者又は受けた団体に所属する者

（6）当社グループの会計監査人もしくは会計参与である会計士等又は監査法人等の社員、パートナーもしくは従業員である者

（7）上記（6）に該当しない者であって、当社グループから役員報酬以外にコンサルタント、会計士、弁護士等専門的サービスを提供する者として年
間1,000万円を超える報酬を受けた者又はコンサルタント、会計士、弁護士等専門的サービスの対価としてその連結売上高の３％を超える報酬を
受けた団体に所属する者

（8）当社の業務執行者が他の会社の社外役員に就任している場合における当該他の会社の業務執行者

３．上記１及び２に掲げる者の配偶者又は二親等以内の親族

４．当社の社外役員としての在任期間が８年を超えた者

【補充原則４－１１①　取締役会全体としての能力、多様性等の考え方】

取締役会は、重要な業務執行を決議し、経営の監督の実効性を確保するために必要な知識・経験・能力のバランスを勘案し、独立性を有する社
外取締役と、当社グループの事業に精通する者から構成し、経営陣への権限委任を前提として適切な規模とします。

さらに、当社グループのグローバルな事業活動への対応や、ダイバーシティを考慮した事業運営を推進するため、女性取締役の登用など、取締役
会構成員の多様化を図ります。

取締役候補者の選任に関する方針・手続については、【原則３－１（ⅳ）】をご参照下さい。

【補充原則４－１１②　取締役・監査役の兼任状況】

取締役会は、取締役・監査役が他の会社の役員を兼任する場合は、当社の取締役・監査役の役割・責務を適切に果たすことができるかどうかを
検討の上、承認を行います。このうち、上場会社役員の兼任状況については、株主総会招集通知、有価証券報告書を通じて毎年開示を行いま
す。

【補充原則４－１１③　取締役会の実効性評価】

取締役会は、毎年、取締役会の実効性について全取締役及び監査役が実施した自己評価の結果を分析・評価します。

2020年度においては、取締役会で決定した自己評価や取締役会の運営等に関する質問事項について、取締役・監査役全員に回答を求め、その
結果に基づき取締役会で分析・評価を行いました。

その結果、社外役員を中心として自由かつ活発な議論が行われ、取締役会において適切に審議がなされていることを確認しました。また、2019年
度の評価で指摘された課題についても、中期経営計画DIC111に掲げる重要施策の実行やリスク管理体制に関する議論の改善がみられ、当社の
取締役会の実効性は確保されていると判断しております。

2021年度は、取締役会の一層の実効性向上を図るために、中期経営計画DIC111に掲げる重要施策の進捗確認を実施するとともに、次期中期経
営計画の内容、内部統制及びリスク管理体制の強化に関する議論の充実並びにその内容に対する取締役会の監督強化等に取り組むこととし、
今後も改善に努めてまいります。

【補充原則４－１４②　取締役・監査役に対するトレーニングの方針】

当社は、新任の取締役及び監査役に対して、対象者に応じて役員の責任、役員に関わる諸規則や当社グループの経営方針、事業計画等に関す
る説明を行うほか、社外役員に対しては、就任後速やかに工場見学等により事業内容を理解する機会を設けます。さらに、取締役及び監査役の
全員を対象とした研修会を定期的に実施します。

【原則５－１．株主との建設的な対話に関する方針】

当社は、当社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値向上に資するよう、以下の方針により、株主との建設的な対話を推進します。

１．ＩＲ活動全般を統括する経営戦略部門の担当役員を中心にＩＲ体制の整備・強化を行うと共に、取り組み状況については、コーポレートガバナン
スに関する報告書にて開示する。

２．株主との対話は合理的な範囲で経営陣が面談に臨むこととし、詳細にわたる対話はＩＲ担当部署が中心となり行う。

３．株主の意見・懸念や要望は経営陣と共有し、適切に会社の運営に活かす。

４．株主と対話を合理的かつ円滑に行うために、ＩＲ担当部署は関連部門と有機的な連携をとり、財務情報及び非財務情報を共有する。

５．第2四半期・通期の決算、及び中期経営計画発表時には説明会を開催するとともに、資料、音声データを当社ウェブサイトで公開する。

６．株主との対話に際しては、社内規程に基づき、インサイダー情報を適切に管理する。

２．資本構成

外国人株式保有比率 20%以上30%未満

【大株主の状況】
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氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社昌栄 12,694,386 13.39

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 8,348,500 8.81

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 5,799,700 6.12

第一生命保険株式会社 3,500,009 3.69

JP MORGAN CHASE BANK 385632 3,267,664 3.45

株式会社日本カストディ銀行（信託口４） 2,441,500 2.58

株式会社日本カストディ銀行（信託口７） 2,031,900 2.14

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 2,020,859 2.13

日本生命保険相互会社 1,900,075 2.00

JP MORGAN CHASE BANK 380072 1,705,300 1.80

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

１．上記の「所有株式数」には、次のとおり信託財産が含まれています。

　　日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 証券投資信託　　6,034千株　　年金信託　　　430千株

　　株式会社日本カストディ銀行（信託口） 証券投資信託　　2,674千株　　年金信託　　　381千株

　　株式会社日本カストディ銀行（信託口４）　 年金信託 456千株

２．2020年６月22日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、株式会社三井住友銀行及びその共同保有者である
他２社が2020年６月15日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2020年12月31日現在における実質所有株式数
の確認ができないので、上記大株主の状況との関係は把握できていません。

　所有株式数：3,019千株　所有株式数の割合：3.17％

３．2020年７月21日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社及び
その共同保有者である日興アセットマネジメント株式会社が2020年７月15日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社と
して2020年12月31日現在における実質所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況との関係は把握できていません。

所有株式数：6,689千株　所有株式数の割合：7.03％

４．2020年12月７日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、ティー・ロウ・プライス・ジャパン株式会社及びその共
同保有者であるティー・ロウ・プライス・インターナショナル・リミテッドが2020年11月30日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているもの
の、当社として2020年12月31日現在における実質所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況との関係は把握できていません。

所有株式数：5,200千株　所有株式数の割合：5.47％

５．2021年１月７日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、ノムラ　インターナショナル　ピーエルシー及びその共
同保有者である野村アセットマネジメント株式会社が2020年12月31日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として
2020年12月31日現在における実質所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況との関係は把握できていません。

所有株式数：4,911千株　所有株式数の割合：5.16％

６．2021年１月８日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、株式会社みずほ銀行及びその共同保有者である他２
社が2020年12月31日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2020年12月31日現在における実質所有株式数の
確認ができないので、上記大株主の状況との関係は把握できていません。

所有株式数：4,533千株　所有株式数の割合：4.76％

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 12 月

業種 化学

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 100社以上300社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――
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５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

１．当社は、当社グループの経営の基本的な考え方を「The DIC Way」として定めており、経営理念である「絶えざるイノベーションにより豊かな価値

を創造し、顧客と社会の持続的な発展に貢献する」ことを目的に、経営ビジョンである「化学で彩りと快適を提案する-Color & Comfort by

Chemistry-」の実現のために、グループのシナジーを最大化し、企業価値の向上と持続的な成長を図ることにより、「ユニークで社会から信頼され
るグローバル企業」を目指します。

２．当社の連結子会社のうち、星光ＰＭＣ株式会社は、東京証券取引所に上場しています。同社は、当社グループの中で、主に製紙用化学薬品及
び印刷インキ用・記録材料用樹脂の製造・販売を行っており、同社との間では、当社からの原料の供給や製品の生産委託、同社からの樹脂原料
の購入等の取引のほか、新製品の技術開発等においても協力しており、当社グループの企業価値の向上に貢献しています。

３．当社は、星光ＰＭＣ株式会社の自主的な経営を尊重するとともに、同社の経営上の重要事項について報告を受け、また、内部統制状況の確認
や当社からの取締役１名の派遣等を通じて、同社のガバナンス体制の実効性確保を図っています。
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Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 14 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 会長（社長を兼任している場合を除く）

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

塚原一男 他の会社の出身者 △ △

田村良明 他の会社の出身者 △

昌子久仁子 他の会社の出身者

※ 会社との関係についての選択項目

※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

塚原一男 ○

塚原一男氏は、2014年6月まで株式会社Ｉ
ＨＩの代表取締役副社長を務めていまし
た。当社は、同社との間で、2020年度にお
いて技術支援に関わる業務を受託してい
ますが、その取引額は、同社及び当社双
方において連結売上高の１％未満でし
た。

塚原一男氏は、長年にわたり会社経営に携
わっており、経営者としての豊富な経験や見識
を当社の経営に反映させることができ、当社か
ら独立した立場で当社の経営に対する監視機
能を果たすことができると判断しています。ま
た、当社における「独立社外役員の独立性判
断基準」に基づき、一般株主と利益相反を生じ
るおそれはないことから、独立役員として相応
しいと判断しています。
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田村良明 ○

田村良明氏は、2017年3月までＡＧＣ株式
会社の専務執行役員を務めていました。
当社は、同社との間で、2020年度におい
て原料の購入取引がありますが、その取
引額は、同社及び当社双方において連結
売上高の１％未満でした。

田村良明氏は、長年にわたり会社経営に携
わっており、経営者としての豊富な経験や見識
を当社の経営に反映させることができ、当社か
ら独立した立場で当社の経営に対する監視機
能を果たすことができると判断しています。ま
た、当社における「独立社外役員の独立性判
断基準」に基づき、一般株主と利益相反を生じ
るおそれはないことから、独立役員として相応
しいと判断しています。

昌子久仁子 ○ ―――

昌子久仁子氏は、長年にわたり会社経営に携
わっており、経営者としての豊富な経験や見識
を当社の経営に反映させることができ、当社か
ら独立した立場で当社の経営に対する監視機
能を果たすことができると判断しています。ま
た、当社における「独立社外役員の独立性判
断基準」に基づき、一般株主と利益相反を生じ
るおそれはないことから、独立役員として相応
しいと判断しています。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

役員指名委員会 5 0 2 3 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

役員報酬委員会 5 0 2 3 0 0
社外取
締役

補足説明

１．役員指名委員会は、役員候補者の選任等の決定手続の客観性を高めるため、取締役、監査役、執行役員等の選任及び解任案を決定し、取
締役会に提出する機関として設置され、必要に応じて開催しています。その委員は、独立社外取締役３名を含む５名の取締役により構成され、独
立社外取締役が委員長を務めています。

　2020年度は１回開催され、取締役、監査役、執行役員の候補者案の決定等を行い、全委員が出席しました。

２．役員報酬委員会は、役員報酬の決定手続の客観性を高めるため、取締役会の一任を受け、取締役及び執行役員等の報酬等の額を決定する
機関として設置され、必要に応じて開催しています。その委員は、独立社外取締役３名を含む５名の取締役により構成され、独立社外取締役が委
員長を務めています。

　2020年度は計２回開催され、取締役及び執行役員の報酬額の決定等を行い、全委員が出席しました。

３．役員指名委員会、役員報酬委員会の委員は、取締役会長　斉藤雅之、代表取締役社長執行役員　猪野薫、社外取締役　塚原一男、社外取締
役　田村良明、社外取締役　昌子久仁子の５名です。役員指名委員会の委員長は田村良明、役員報酬委員会の委員長は塚原一男がそれぞれ
務めています。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役、会計監査人及び内部監査部門は、それぞれ独立した監査を実施していますが、相互に定期的に連絡会議を開催するなどにより緊密な

連携を図っており、効率的で実効性のある監査の実施に努めています。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名
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社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

千葉通子 公認会計士 △

名倉啓太 弁護士

※ 会社との関係についての選択項目

※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

千葉通子 ○

千葉通子氏は、2016年8月までEY新日本
有限責任監査法人のシニアパートナーを
務めていました。当社は、同監査法人との
間で、2020年度において業務委託取引が
ありますが、その取引額は、同監査法人
及び当社双方において連結売上高の１％
未満でした。

千葉通子氏は、財務及び会計に関する専門知
識と会社の監査に関する豊富な経験を有する
公認会計士として、当社グループの経営に対
する専門的、多角的、独立的な視点からの監
査機能の強化に資することができると考えてい
ます。また、当社における「独立社外役員の独
立性判断基準」に基づき、一般株主と利益相反
を生じるおそれはないことから、独立役員として
相応しいと判断しています。

名倉啓太 ○ ―――

名倉啓太氏は、企業法務分野において活動す
る弁護士として、当社グループの経営に対する
専門的、多角的、独立的な視点からの監査機
能の強化に資することができると考えていま
す。また、当社における「独立社外役員の独立
性判断基準」に基づき、一般株主と利益相反を
生じるおそれはないことから、独立役員として
相応しいと判断しています。

【独立役員関係】

独立役員の人数 5 名

その他独立役員に関する事項

当社は、独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しています。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明
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１．当社は、執行役員を兼務する取締役に対し、業績に連動する「賞与」および「株式報酬」を支給しています。その内容は下記【取締役報酬関係】
の「報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容」に記載のとおりです。

２．当社は、報酬の基本方針に則り、役員報酬委員会において、業績連動報酬と固定報酬の支給割合を決定しています。報酬の支給割合の決定
に際しては、外部のコンサルタントが運営する「経営者報酬データベース」を参照の上、役位ごとの総報酬額や配分割合のベンチマークを行い、報
酬水準等の妥当性を検証しております。

　取締役（社外取締役を除く）の総報酬を100とした場合の各報酬構成要素の割合（業績連動報酬は目標を100％達成した時の標準額）は以下の
とおりとなります。

　　　　代表取締役 代表取締役以外

基本報酬（固定報酬）：55 基本報酬（固定報酬）：60

賞与（業績連動報酬）：30 賞与（業績連動報酬）：25

株式報酬（業績連動報酬）：15　　　株式報酬（業績連動報酬）：15

３．業績連動報酬のうち、賞与は、市場性を参考として、３年に一度役員報酬委員会において審議の上、職責の大きさに応じた基準賞与額及び基
準となる連結営業利益額を決定します。支給する賞与額は、役位ごとの基準賞与額に基準となる連結営業利益額に対する当該年度の達成率を
乗じて標準賞与額を算定し、この標準賞与額に当該年度の自部門の業績評価及び個人の貢献度を加味して決定します。

　また、株式報酬は ①中期経営計画における各事業年度の連結営業利益及び親会社株主に帰属する当期純利益の目標値に対する達成度と、

②連結営業利益と親会社株主に帰属する当期純利益の前年度対比成長率の２つの指標による年度算定指標に応じて算出したポイントを、定時
株主総会日に毎年付与します。年度算定指標の算定に当たっては、連結営業利益の目標達成率と前年度成長率の割合を60、親会社株主に帰属
する当期純利益の目標達成率と前年対比成長率の割合を40としています。また、目標達成率と前年度成長率の割合は60：40としています。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

2020年度における取締役の報酬等の総額

　　305百万円（内訳　基本報酬　241百万円　賞与　49百万円　株式報酬　15百万円）

報酬の額又はその算定方法の決定方針

の有無
あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

１．当社は、経営計画及び事業戦略を着実に遂行し、持続的な発展と中長期的な企業価値の向上を図ること、また、グローバル経営の更なる推進
のため、多様で優秀な経営人材の確保を可能にすることを報酬に関する基本的な方針とし、役員報酬制度を定めています。

２．取締役の報酬は、「基本報酬（固定報酬）」、連結業績及び個人の目標達成度に応じた「賞与（業績連動）」並びに中長期的な業績に連動する
「株式報酬（業績連動）」で構成します。なお、賞与及び株式報酬については、執行役員を兼務する取締役を支給対象とし、それ以外の取締役及び
社外取締役については、基本報酬のみを支給しています。

３．取締役の基本報酬は、市場性を参考に、職責の大きさに基づき、賞与は市場性を参考にするとともに、連結営業利益の増減に連動させ、これ
に当該年度の自部門の業績評価及び個人の貢献度を加味して、各々決定しています。また、株式報酬は、中期経営計画における各事業年度の
連結営業利益及び親会社株主に帰属する当期純利益の目標値に対する達成度と、前年対比成長率に応じ、事業年度ごとにポイントを付与しま
す。給付は取締役の退任時とし、付与されたポイント数に応じて当社株式及び当社株式の時価相当の金銭を給付します。

４．当社は、役員報酬の決定手続の客観性を高めるため、取締役会の一任を受け、独立社外取締役が委員長を務め、委員の過半数を独立社外
取締役とする役員報酬委員会において、取締役の報酬及び算定方法の方針等を審議、決定します。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

監査役直轄組織である監査役室の専属スタッフが、社外監査役に対する職務のサポートを行っています。

取締役会の開催にあたっては、取締役、常勤監査役と同様、社外取締役及び社外監査役に資料の事前配付が行われています。また、社外取締
役に対しては、担当役員が事前に付議事項について説明を行い、社外監査役に対しては、常勤監査役が必要に応じて事前説明を行っています。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期
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中西義之 相談役
社長執行役員等からの諮問事項
に対する助言等

【勤務形態】非常勤　【報酬】有 2017/12/31 有

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 1 名

その他の事項

・相談役の委嘱は、取締役会で決議しています。

・相談役は当社経営のいかなる意思決定にも関与していません。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社は、監査役設置会社であり、取締役会及び監査役会を置いています。

このほかに、執行役員制度を導入するとともに、役員指名委員会、役員報酬委員会、執行会議、サステナビリティ委員会及び品質委員会を設置し
ています。

１．取締役会・取締役

　取締役会は、経営方針決定の迅速化及び企業統治の強化の観点から、社外取締役３名（そのうち１名は女性）を含む９名の取締役で構成され、
原則として月１回開催しています。取締役会においては、会社法で定められた事項及び取締役会規程で定められた重要事項の決定を行うととも
に、業務執行状況の報告がなされ、業務執行を監督しています。

　2020年度は17回開催され、全役員について、出席率は100％でした。

２．執行会議

　執行会議は、業務執行に係る重要な事項の審議機関として原則として月２回開催しています。構成メンバーは、取締役会が選任した執行役員等

からなり、監査の一環として監査役１名が出席しています。当会議の審議内容及び結果については、取締役会に報告しています。

３．サステナビリティ委員会

サステナビリティ委員会は、当社グループのサステナビリティ経営の諮問機関として、サステナビリティに係る方針及び活動計画の策定並びに活
動の評価・推進のために、年数回開催しています。構成メンバーは、取締役会が選任した執行役員等からなり、監査の一環として監査役１名が出
席しています。当委員会の審議内容及び結果については、取締役会に報告しています。

４．品質委員会

　品質委員会は、当社グループの品質マネジメント状況の報告及び進捗管理を行うとともに、当社グループの品質方針、重要施策、重要課題の審
議機関として、原則として四半期に１回開催します。構成メンバーは、取締役会が選任した執行役員等からなり、監査の一環として監査役１名が出
席します。当委員会の審議内容及び結果については、取締役会に報告します。

５．監査役会・監査役

　監査役会は、社外監査役２名（そのうち１名は女性）を含む４名の監査役で構成され、原則として月１回開催しています。監査役会においては、監
査方針、監査計画等について審議、決議するほか、各監査役が監査実施結果を報告しています。監査役は、取締役会、執行会議、サステナビリ
ティ委員会その他重要な会議へ出席するほか、代表取締役と定期的に情報・意見の交換を行い、取締役、執行役員及び従業員から業務遂行状
況を聴取しています。また、監査役直轄組織として監査役室を設置し、監査役職務の補助のための専属のスタッフを４名置いています。

　常勤監査役の二宮啓之氏は、長年当社及びグループ会社の財務・経理業務を担当し、経理部長、財務経理部門長を歴任しており、社外監査役
の千葉通子氏は、公認会計士の資格を有し、監査法人で長年会社の会計監査に携わっており、社外監査役の名倉啓太氏は、弁護士としての企
業法務における知見に加え、税理士法第51条に基づく通知税理士として税理士業務に従事しており、３氏とも財務及び会計に関する十分な知見
を有しています。

６．内部監査部門

　当社グループの内部監査部門（日本10名、アジア・オセアニア地区7名、中国地区3名、米州・欧州・中東・アフリカ19名）が、リスク評価に基づき
監査先を選定し、年度監査計画に基づき内部統制状況のモニタリングを含む内部監査を実施しています。

７．会計監査人

　会計監査人には、有限責任監査法人トーマツが選任されています。当社は、当該会計監査人に正確な経営情報を提供し、公正な会計監査が実

施される環境を整備しています。当社の会計監査を執行した公認会計士は、津田英嗣、大竹貴也、井上浩二の３氏です。監査業務にかかわる補
助者は、３０名程度です。

８．責任限定契約の内容の概要

　当社は、社外取締役及び社外監査役全員とそれぞれ責任限定契約を締結しており、社外取締役及び社外監査役は、その任務を怠ったことによ
り会社に損害を与えた場合において、その職務を行うことにつき善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第1項に規定する最低責任
限度額を限度として損害賠償責任を負うものとしています。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、執行役員制度を導入することにより、意思決定と執行を分離し、業務執行の迅速化と責任の明確化を図っています。また、独立性の高
い社外取締役３名を取締役会に加え、経営者の業務執行に対する監督機能を強化しています。さらに、社外取締役３名をメンバーに含む「役員指
名委員会」と「役員報酬委員会」を設置し、役員候補者の選任及び役員報酬の決定に際して、外部の客観的な意見が反映されるようにしていま
す。

　また、公認会計士及び弁護士である社外監査役２名を含めた４名の監査役が会計監査人及び内部監査部門と連携しながら監査を行っていま
す。

　以上のとおり、コーポレートガバナンスが有効に機能する体制となっています。
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Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

電磁的方法による議決権の行使
株主による議決権行使の利便性を図るため、電磁的方法（インターネット）により議決権を
行使できるようにしています。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

株式会社ＩＣＪが運営する「議決権電子行使プラットフォーム」により議決権を行使できるよ
うにしています。

招集通知（要約）の英文での提供
招集通知の英訳版を作成し、当社及び証券代行機関のホームページへの招集通知の掲
載を実施しています。

その他
招集通知の発送日より前に、当社ホームページに、招集通知及び添付書類を掲載してい
ます。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

個人投資家向けに定期的説明会を開催

個人投資家向けの展示会・会社説明会へ毎年参加しています。また、定期的
に個人投資家向けの説明会（オンラインを含む）を開催しています。説明会の
資料や動画は一定期間、当社ホームページ（https://www.dic-global.com/ja/）
に掲載しています。

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

毎四半期決算説明会（オンラインを含む）を開催しており、半期に1回（2月、8
月）の決算説明会では社長執行役員及び担当役員が説明しています。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催
年に数回、欧米・アジアの機関投資家を対象とした個別面談や証券会社主催

のカンファレンス等への参加といった海外IRを実施しています。
あり

IR資料のホームページ掲載
当社ホームページ（https://www.dic-global.com/ja/）に、決算情報、適時開示
資料、有価証券報告書、四半期報告書、株主総会招集通知、DICレポート（統
合報告書）等を掲載しています。

IRに関する部署（担当者）の設置
担当業務にIRを含むコーポレートコミュニケーション部を設置し、IR活動を推

進しています。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

「ＤＩＣグループ行動規範」において必要なステークホルダーを対象にした責務を記載してい
ます。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

2018年度よりESG部門を設けてCSR活動全般（当社の活動の名称はサステナビリティ活
動）を推進し、各年度の活動を統合報告書「DICレポート」として報告しています。気候変動
対応については事業活動を通じたCO2排出削減目標を設定し公表（2013年度を基準年とし
て2030年度までに排出するCO2排出【Scope 1 & 2】を30％削減する）を行い、また環境汚

染の予防、産業廃棄物の管理、水資源の管理などを推進しています。

その他

当社は、サステナビリティへの取り組みの具体的なテーマの一つである「人材マネジメント」
の中で、女性活躍推進を中心とした多彩な人材が活躍できる環境の整備を進めています。

現在、当社では女性の取締役及び監査役をそれぞれ１名選任しているほか、仕事と子育
ての両立を支援するための制度の充実や、管理職や様々な職域での女性の登用に努め
ています。

10



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

１　内部統制に関する基本的な考え方

当社は、当社及び子会社（以下「当社グループ」という）が「The DIC WAY」に則った経営を行うにあたり、「業務の有効性及び効率性」、「財務報告

の信頼性」、「事業活動に関わる法令等の遵守」並びに「資産の保全」の４つの目的を達成するために、会社法及び金融商品取引法に基づき、業
務の適正を確保するための体制（以下「内部統制システム」という）を以下のとおり整備・運用します。

２　内部統制システム整備の内容

１．当社グループの取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

１）取締役会規程や稟議規程を整備し、当社グループの意思決定に関する権限を明確にします。

２）社外取締役を選任し、当社グループの経営に対する監視機能の強化を図ります。

３）当社グループの取締役及び使用人が遵守すべきコンプライアンスに関する基準として「ＤＩＣグループ行動規範」を定め、その周知徹底を図りま
す。

４）内部監査部門を設置し、当社グループの内部統制システムの整備・運用状況について定期的なモニタリングを実施します。モニタリングで発見
された重要な課題、改善状況は、代表取締役に定期的に報告し、このうち特に重要なものについては取締役会に報告します。

５）当社グループ共通の内部通報制度を制定し、業務上の情報伝達経路とは独立した複数のルートからなるコンプライアンスに関する通報窓口を
設け、国内外からの通報に速やかに対応できる仕組を整備します。また、通報者が不利益を被らない体制を整備します。

６）反社会的勢力とは一切の関係を遮断し、その不当要求等に対しては、弁護士や警察等と連携して組織的に毅然とした対応をとります。

２．当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

１）当社グループにおいて、取締役の職務が適正かつ効率的に執行される体制を確保するため、組織及び権限に関する規程を制定します。

２）業務執行の迅速化と責任の明確化を図るために執行役員制度を導入します。取締役会は、定款及び取締役会規程に定められた当社グループ
の重要な業務執行を決定するとともに、執行役員による業務執行状況を監督します。

３）当社グループの経営方針及び経営戦略に基づき、中期経営計画・年度予算を策定、周知することで当社グループの目標を共有します。これら
の進捗状況については取締役会に報告します。

３．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

１）取締役会議事録、稟議書その他の取締役の職務の執行に係る情報を記録し、文書管理に関する規程に基づき適切に保存及び管理します。

２）情報管理体制に関する規程を制定し、当社グループにおける秘密漏洩の防止体制を整備します。

４．当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制

１）「リスクマネジメントに関する方針」を定め、当社グループの経営に重大な影響を及ぼすリスクを認識、評価し、優先順位を決めて適切に対応し
ます。

２）当社グループのリスクマネジメントシステムを構築し、ＰＤＣＡのサイクルを適切に回すことにより、その有効性を確保します。

５．その他当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

１）子会社ごとに事業遂行及び経営管理の観点から所管部門を定め、また、各子会社に取締役を派遣することによって各社の業務執行を監督し
ます。

２）子会社における重要案件等、当社に報告が必要な事項を明確にします。

６．監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

１）監査役は、取締役会の他、重要な会議に出席するとともに、稟議決裁内容を常時閲覧できます。

２）監査役は、代表取締役と定期的に情報、意見の交換を行う他、内部監査部門、会計監査人、子会社監査役とそれぞれ定期的に連絡会議を開
催するなどにより、緊密な連携を図ります。

３）当社グループの取締役及び使用人は、当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事実及び「監査役又は監査役会に報告すべき事項」
として監査役会が指定した事項を監査役又は監査役会に報告します。

４）当社グループは、監査役に対する報告を行ったことを理由として、報告を行った者に対して不利益な取扱いを行いません。

５）監査役室を設置し、監査役の職務を補助する専属のスタッフを配置します。当該スタッフは、監査役の指揮命令にのみ服すとともに、その評価
は監査役が実施し、その人事異動・懲戒処分等については、監査役の事前同意を得ます。

６）監査役の職務の執行に必要な費用については、当社がこれを負担します。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

「ＤＩＣグループ行動規範」において、反社会的勢力には断固とした姿勢で臨み、その要求には決して屈しないことを基本方針としています。

反社会的勢力による不当要求等に対しては、当社総務人事部を統括部署とし、当社の各事業所及び国内の当社グループ会社に防止責任者を

設置し、弁護士や警察等と連携して毅然とした対応をとります。また、「反社会的勢力対応マニュアル」を配布し、社内への周知徹底を図ります。
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Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

適時開示体制の概要

１．当社は証券取引所への開示に関する規定を定め、決定または発生した重要な情報を、情報取扱責任者が一元的に把握・管理することによ

り、適時に開示する社内体制の整備に努めています。

２．適時開示する重要な情報の基準は、東京証券取引所の定める「有価証券上場規程」 に従います。

３．重要な情報については、社内において当該情報の取扱部署から情報取扱責任者にすみやかに報告する体制をとっています。

４．重要な情報の開示手続きは、次の通りです。

１）決定事実については、取締役会の決議を経た後、情報取扱責任者より開示します。

２）発生事実については、社長執行役員の確認を得た後、情報取扱責任者より開示します。

但し、速やかに社長執行役員に連絡が取れない場合で、かつ緊急に開示が求められる場合は、他の代表取締役に報告し、確認を得た後、情報

取扱責任者より開示します。

３）決算に関する情報については、取締役会の承認を得た後、情報取扱責任者より開示します。

５．当社の情報取扱責任者は、コーポレートコミュニケーション部長です。
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内部監査

連携連携

内部統制部
事業部門、新事業統括本部、生産統括本部、

技術統括本部、Ｒ＆Ｄ統括本部、本社管理部門、

事業所、グループ会社

株 主 総 会

会計監査人監査役会

選 任

監査

執行会議サステナビリティ委員会

役員指名委員会

役員報酬委員会

社長執行役員

取締役会

選 任 選 任

連携

監査 会計監査

品質委員会

レスポンシブルケア部

品質保証部

【業務執行】 
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＜適時開示体制に関する模式図＞

① 発 表 ② 発 表 ③ 発 表

① 決 議 ② 承 認 ③ 確 認

①開示資料 ②開示資料 ③開示資料

①報 告 ②報 告 ③報 告

各担当部署

情報取扱責任者

取締役会 ＊社長執行役員

情報取扱責任者

①決定事実 ②決算に関する情報 ③発生事実

* 速やかに社長執行役員に連絡が取れない場合で、かつ緊急に開示が求めら
れる場合は、他の代表取締役とする。
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